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＜Ｂコース①仕事と介護の両立推進事業＞ 

 

平成 28年 12月 15日 

古川晴紀税理士事務所 

 

企業名 古川晴紀税理士事務所 

所在地 東京都台東区元浅草３丁目１番２号 

業種 学術研究、専門・技術サービス業 

常用労働者数 ５人 

事業内容 税理士事務所 

ホームページ http://furuharu.ikidane.com 

１ ニーズ調査 

 

 

 

 

 

 

① 実施日及び実施方法 

平成 28年 11月 28日、調査票を都内に勤務する全従業員に配布 

② 対象者数、回収数、回収率 

対象者 5名、回収数 5名、回収率 5/5＝100％ 

③ 調査結果概要（調査により明らかになった課題） 

・現在の従業員の介護状況、介護対象者の有無について 

現在、介護をしている従業員は無し。 

・今後の従業員の介護見込みについて 

今後は介護に直面する従業員が発生することが見込まれる。 

・就業規則、規定内の介護関係制度に関する認知状況について 

社内規定の認知度は低い状況であった。 

就業規則の改定にあたり、セミナー開催により、全員が改めて認知できた。 

・仕事と介護の両立に関する不安について 

介護に関する制度や地域包括センターに対する知識の無い従業員がほとんどであることから、介

護相談員が介護施設を見学し、地域包括センター等から情報収集を行い社内研修で周知をした。 

・介護が続いた場合の望ましい働き方及び社内制度について 

介護休業や介護のための短時間勤務などの支援制度を利用したい従業員が多い。 

介護休業の期間を国で定めるよりも延長して、職場の環境も整え、介護への専念のために離職者

を出さない努力をする。 

誰でもが代替できるように職場内に分かりやすい仕事のマニュアルを設置する。 

日頃から、介護についての勉強会を開催する。（年に 2回程度） 

２ プロジェクトチームの設置及び運営状況 

 ① 設置日・メンバー 

平成 28年 10月 11日設置 

メンバー：所長、総務人事担当、従業員 2名 計 4名 

② 運営の状況（開催日、検討内容及び参加者数） 

第 1回：平成 28年 10月 11日 活動内容及びスケジュールの確認（4名参加） 

第 2回：平成 28年 11月 22日 介護保険制度、地域包括センター等相談窓口について（5名参加） 

第 3回：平成 28年 11月 28日 アンケート集計と調査結果概要説明、目標案の提示（4名参加） 

第 4回：平成 28年 11月 29日 目標案についての意見交換、目標取組確定（4名参加） 

第 5回：平成 28年 12月 13日 新就業規則についての確認 

３ 策定した取組計画（内容及び取組時期） 

平成 28年度～介護の現状についての勉強会（年 2回程度） 

平成 28年度～仕事と介護の両立に関する研修の実施（年 2回程度） 


